
令和７年度 

ふじのくにづくり支援センター行動計画 

一般社団法人ふじのくにづくり支援センター 

センター総務担当、用地担当、インフラ支援担当、住宅担当 

三公社用地部、道路部、住宅部 





令和７年度行動計画 

○ ふじのくにづくり支援センター 

１ 総務部門（政策推進担当、総務担当、経理担当） 

  政策推進担当では、センター・三公社の一体化推進プロジェクト及び戦略的広報について、

事務局として三公社をとりまとめて進めていく。 

あわせて、デジタル局においては、ＰＣ・社内ネットワークの更新及び維持管理、社内業務

のデジタル化を進める。 

総務担当では、法令・定款に基づく一般社団法人の社員総会や理事会、評議員会の開催等の

センターの運営に係る事務を行う。 

また、三公社からの受託を受けて、三公社の役職員の給与・旅費、一般管理費支払いなどの

事務処理、業務に係る入札執行、車両の管理などを一元的に行う。ほか、三公社の職員の採

用、職員の処遇改善、職員の顕彰や研修など、職員の働く環境整備を進めていく。 

経理担当では、予算書、決算書の作成、出納業務、税務処理等の事務を適切に行う。税務関

係については、関連する法改正等に注視し顧問会計士に確認して適正に対応する。 

（１）政策推進担当 

事業名 内  容 年度 R７目標 

センター・三公社の 

一体化推進プロジェクト 

・センター・三公社の職員が組織間の壁をなくし、
相互に助け合い、組織の総合力を高め、お客様
へのサービスの充実を図り、お客様に喜んでい
ただくことにより、地域社会に信頼される組織を
目指す。 
・一体化プロジェクトは、センター・三公社の生き残
り戦略であると認識し、全職員一丸となって、共
に考え行動する。 
・プロジェクトチーム事務局として、タスクフォース
間の連携を促進し、取り組み成果の実現を図る。 

R７年度 

・具体策を着実に展開 

・お客様サービスの充実につ

ながる取り組み成果の実現 

・タスクフォース間で連携し、取

組の深化を図る 

・スピード感をもってできること

から実施 

・リーダー会議を開催し情報共

有を行う（毎月） 

・センター戦略会議で進捗管理

（毎月）

○人事・組織、交流 

センター・公社間の活発な人的交流・活用 
  ・組織の活性化、効率化 
   ・職員の一体感の醸成 
   ・多様な角度から業務を実施することによる

お客様サービスの品質向上 
   ・様々な業務への取組による職員の資質向上

R７年度 

・相互パトロール等の随時派遣

業務の更なる拡充 

・公社業務の繁忙期等におけ

る一体化応援要員の更なる

活用 

・現地で学ぶ研修会開催 

・併任制度の活用

○ＤＸ、デジタル局 

デジタル化によるシステム環境の整備 
  ・業務の効率化・迅速化、ペーパーレス化 
   ・お客様サービスの向上 
   ・働き方改革の実現 
   ・職員間のコミュニケーション、情報共有が円 

R７年度 

・社内業務の効率化・共通化の

推進 

文書管理システム・新会計

システム（道路）の運用開

始に向けた準備 

勤怠管理・給与計算システ

ムの更新検討、会計システ
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滑化 
   ・センター・三公社の人的交流の促進

ムの一本化検討 

・お客様サービスの向上に資

する業務のデジタル化の推

進 

  ＡＩ導入と業務への活用 

  研修会開催等による職員の

スキルアップ 

  専門家等による業務診断・

改善提案 

  デジタル技術活用の検討 

・職員用ＰＣ・社内ネットワーク

等の更新 

・リモート会議システムの再構

築 

○広報・ＣＳＲ 

内部・外部へのセンター・三公社事業のＰＲ 
団体としてのＣＳＲ（社会的責任）の取組を実施 

   ・お客様への優れたサービスの提供と信用拡 
    大 
   ・既存事業の発展、新規事業の獲得、経営基

盤の安定 
   ・職員の働く意欲向上と人材確保に向けた環

境整備 
R７年度 

・ＣＳＲ実施計画の取組推進と

拡充 

「環境との共生」 

  電動車導入、ペーパーレス

化、環境問題に対する意識

向上のための職員研修等の

実施 

「社会との共生」 

社会・地域貢献 

職員の意欲・満足度の向上 

及び現場力の強化等 

「事業リスク防止」 

カスタマーハラスメント対策 

コンプライアンス研修の実施 

等 

・センター・三公社の支援内容

の周知・イメージ向上 

センター・三公社のホームペ 

ージの職員による相互チェ 

ック及び更新、改善 

ＳＮＳの活用（検討）

○新規事業開拓 

新規事業の実現、共同受注に向けた提案 
  ・事業規模の拡大、経営の安定化 
   ・組織、業務の効率化 
   ・人的交流の促進

R７年度 

・新規事業の提案、検討、獲得 

 営業活動の強化 

 アンケート調査(R6)結果の 

集計・分析・活用 

・新規事業の検討（継続） 

 ＩＯＴ見守り支援（ハローライト 

電球）、ドローン活用、外国人 

支援、空家対策、マンション老 

朽化対策等 

・センター・三公社共同事業の

推進

○中央ビル建替対応 

  本社事務所移転の実施 
(一体化を確保するオフィス環境の整備) 

R７年度 

〈事務所移転〉 

・年内の移転を目指し、準備を

着実に進める。 
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静岡中央ビル建替えへの対応 

   ・大規模災害時に、職員・お客様が安全安心
な事務所の確保 

   ・職員の一体感の醸成 
   ・センター・三公社の人的交流の促進

・職員が働きやすい一体化を

確保するオフィス環境を整備 

・会議用資料等のペーパーレ

ス化、既存の紙文書等の整理

整頓、電子化等を実施 

〈中央ビル建替え検討〉 

・区分所有者と中央ビル建替え

の検討を進め、早期に建替え

案を策定し、参加の可否を決

定 

〈損益改善〉 

・センター・三公社の余裕金を

効果的に有価証券で運用 

・移転に伴い、業務用機器（ネ

ットＰＣ等）を集約化（減少）す

ることで固定経費を削減 

○東部・西部地域 

センター・公社間の活発な人的交流・活用 
 ・職員の一体感の醸成 

   ・多様な角度から業務を実施することによる
お客様サービスの品質向上 

   ・様々な業務への取組による職員の資質向上

R７年度 

・センター・三公社実施事業の 

相互支援 

（道路・住宅パトロール、一斉

清掃、入居者イベント等）

戦略的広報の実施 センター・三公社全ての職員が「広報マン」とし
て取り組み、お客様や地域住民の皆様、広くは県
や市町、県民の皆様に対して三公社ができる最高
のサービスを提供し、地域社会に信頼され、健全
に成長することを実現するための広報を実施す
る。 
・ガイドライン・実施計画に基づく実施 
情報発信の強化 
情報の収集 
広報技術の向上 
職員への情報提供（情報共有） 

・広報会議等の実施 
・事業受託拡大に向けた取組 

R７年度 

・戦略広報実施計画・戦略広報

ガイドライン(改定)の策定 

・ホームページの掲載内容の

充実・更新、職員による相互

チェック・改善 

・ホームページ閲覧状況など 

広報効果の調査・分析 

・ＳＮＳの活用（検討） 

・市町ＰＲ用パンフレット見直し 

・広報研修会（広報技術向上、 

危機管理広報等）の実施 

・毎月センターだよりを発行 

・広報担当者会議を毎月実施
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令和7年度工程表（政策推進担当）
大
項目

中
項目

小項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

広報・ＣＳＲ

戦略的広報

センター・三公社の一体化推進プロジェクト

東部・西部地域

一体化推進プロジェ
クト事務局

人事・組織、交流

中央ビル建替対応

ＤＸ、デジタル局

新規事業開拓

センター・三公社業務内容研修

各タスクフォースの開催 ・できるものから取組推進

ホームページの職員による相互チェック・改善、ＳＮＳの活用検討・実行

不動産物件等の情報収集

推進会議・プロジェクト会議 推進会議・プロジェクト会議 推進会議・プロジェクト会議リーダー会議（毎月）

現場で学ぶ研修会

文書管理システム運用開始(Ｒ7.10)

Ａｉ・ＩＣＴ導入に向けた検討、取組（Ｒ7.11本稼働）

新会計システム（道路）運用開始（Ｒ7.4試行、Ｒ８.4本運用）

ＣＳＲ実施計画に基づく取組の推進

新規事業、センター・三公社の共同受注に向けた検討

次年度計画の検討

ホームページの追加・更新、サイボウズ掲示板等による職員間の情報共有

年間広報計画の策定

センターだよりの発行

広報会議の開催

広報研修会

区分所有者による建替検討

各事業所実施事業の相互支援（道路・受託パトロール、一斉清掃、入居者イベント等）

伊豆中央道・修善寺道路一斉清掃

道路パトロール 道路パトロール 道路パトロール

道路パトロール

雨期前点検

危機管理広報セミナー

本社事務所移転準備（Ｒ7.12までに移転）

区分所有者定期集会

広報研修会

戦略会議（毎月）

センター・三公社業務の相互応援
収入申告業務

新規取組の検討

アンケート集計、ハローライトヤマト運輸契約締結・住民への周知

－
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本社事務所移転スケジュール

項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

　　　　　○契約締結（契約期間Ｒ7.7.1～）、敷金支払

　　　○4/16職員へ移転のお知らせ(予定)

移転に伴う手続き等の洗い出し

納品・配置

移設

発注準備

引越し 移転

12月

実行

電話設備検討・機器等選定 調達・構築

発注準備

発注準備 改装工事

発注準備 調達

ネットワークシステム、各サーバ等移設準備(移設方法検討）

スケジュール作成
（進捗状況・業者予
定により当面調整）

引越し

電話設備更新
(ＮＴＴ)

各システム等移設
(NTTほか)

備品・消耗品購入

改装工事
(指定業者)

レイアウト作成
(業務支援委託)

お客様、関係機関
等への対応
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（２）総務担当 

事業名 内  容 年度 R７目標 

ふじのくにづくり支援セ

ンターの運営

・一般社団法人の適正な運営 
・事業の受託拡大に向けた取組実施 
・センターの積極的なPRの実施 R７年度 

・法令・定款等に基づいた適正

な運営 

 職員の意識の醸

成 

・センターや他公社への意識を高める記事をセン 
ターだよりに掲載 
・センター三公社それぞれの取組事例や相互に参 
考になる情報をサイボーズ等で提供 

R７年度

・センターだよりへの記事の積

極的な提供 

・サイボーズ等を使った情報提

供 

社員総会、理事

会、評議員会の運

営 

・社員総会を開催し、重要事項等を決定 

・理事会を開催し、事業計画、決算審査等を実施 

・評議員会を開催し、法人運営等について評議員

との意見交換を実施 

R７年度

・理事会、社員総会の適正な運

営 

・評議員の意見を踏まえた法

人運営 

三公社からの受託

事務の実施 

・三公社の役職員の給与・旅費、一般管理費支払
い、入札執行、車両の管理などの総務事務の処理 R７年度 ・総務事務の適切な処理 

センター・三公社職員

の働く環境等の整備 

 人事評価制度の

実施 

・人事評価制度の実施 

R７年度 ・人事評価制度の適正な運用

職員の採用 ・正規職員採用試験の実施 
・嘱託員、臨時職員等の採用 R７年度 ・適切な手続による採用 

働き方改革への

対応 

・職員、嘱託員の処遇の見直し 
・リモート会議の普及・環境整備 
・在宅勤務の普及 
・事務所移転に伴う職場環境の改善 

R７年度

・職員、嘱託員の処遇の改善 

・リモート会議、在宅勤務の環

境整備 

法令に基づく労働

環境の管理・整備 

・年次有給休暇を取得しやすい環境づくり 
・適正な残業時間の管理 
・無期雇用転換者への適切な対応 

R７年度

・年次有給休暇５日以上取得 

・時間外勤務年 360 時間以上

の実施者をなくす 

・無期雇用転換希望者の確実

な転換 

職員の健康管理 ・健康診断の実施 
・産業医との連携（健康指導等） 

R７年度 ・職員の健康の適切な管理 

職員表彰等の実

施 

・業務功績表彰、ひとり一挑戦の実施 
・永年勤続表彰の実施 R７年度 ・表彰等の適切な実施 
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職員研修等の実

施 

・業務に関連する研修への職員の参加促進 
・業務に必要な資格取得を目指す職員の支援 
・一体化応援職員による公社業務の応援 
・理事長と職員が語る会の実施 

R７年度 ・職員研修等の着実な実施 

コンプライアンス

意識の醸成 

・コンプライアンス研修の実施 
・コンプライアンスに関する情報の提供 

R７年度
・職員が法令を順守し、不祥事

を起こさない 

交通安全意識の

徹底 

・チャレンジラリー150への参加 
・各種交通安全研修会への職員参加 

R７年度 ・職員の交通事故ゼロ 

リスクマネジメント

の実施 

・BCPの確認と啓発 
・緊急時に対応するための訓練等の実施 
・公益通報制度の運用・周知 
・感染症への適切な対応 

R７年度 ・訓練等の適切な実施 
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令和７年度工程表（総務担当）
大
項目

中
項目

小項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

社員総会、理事会、
評議員会の運営

三公社からの
受託事務の実施

ふじのくにづくり支援センターの運営

センター・三公社職員の働く環境等の整備

人事評価制度の実
施

職員の採用等

職員の意識の
醸成

働き方改革への
対応

総会
理事会、総会評議員会 評議員会

理事会

評議員会資料作成等 評議員会資料作成

センターだより、サイボーズ等での職員への情報提供

R8 職員 募集・採用試験・合格発表・採用手続

目標達成に向けた期中の活動

期首面談実施
上期期末面談、評価実施

下期期首面談

上期評価シート作成

目標達成に向けた期中の活動

上期自己評価実施

下期期末面談、評価実施

下期自己評価実施

R8 組織・定数 人事異動等

R8 嘱託員・臨時職員 募集・採用手続
R7後期臨時職員 募集・採用手続

リモート会議の普及・環境整備、在宅勤務の普及

職員、嘱託員の処遇の見直し

三公社から受託した事務の適切な実施（給与・旅費、一般管理費支払、入札事務）

年次有給休暇・夏季休暇の取得促進
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大
項目

中
項目

小項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

リスクマネジメント

職員研修等実施

職員の健康管理

法令に基づく労働
環境の管理・整備

交通安全研修経理研修 コンプライアンス研修

資格取得支援、一体化業務応援

年次有給休暇・夏季休暇の取得促進

時間外上限の確認(毎月)
未取得者への面接・時季指定

５年度分の確認

パソコン導入

永年勤続表彰
１人１挑戦表彰業務功績表彰

無期転換申込受付 無期転換者の決定 翌年度転換者へ説明

職員健康診断
産業医意見聴取

理事長と職員が語る会

訓練 訓練 訓練

BCP確認・周知

現地で学ぶ研修会

一体化応援職員による業務応援
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 (３)経理担当 

事業名 内  容 実施年度 Ｒ７目標 

ふじのくにづくり支援センター 一体化の推進 

 ふじのくにづくり支

援センターの決算

処理の確立 

これまでの経理処理内容を整理し、分かり

やすい決算書にするとともに、財務の健全

性を高め、対外的な信用を得る方策を検討

する。 

７年度 

・顧問会計士等の指導

を受けながら、適切な

決算処理、消費税処理

等を実施する。 

・センターと三公社の

総務事務委託契約（負

担金の算出方法等）の

適正性を顧問会計士

へ確認する。 

・委託料の精算方法と

負担割合について見直

しを検討する。 

・センター剰余金の在り

方を検討する。 

リスクマネジメントの推進 

 事業継続阻害要

因の排除、最小化 

災害対策として、バックアップデータを本社と

道路公社西部駐在内の機器で保存する。 
７年度 

バックアップの状況を

毎月確認する。 

事故、疾病等による担当者不在時の業務継

続体制の整備を進める。 
７年度 

経理事務のセンター・3

公社の共通化、事務マ

ニュアルの見直しを行

う。 

財務情報・個人情報を適切に管理するた

め、整理、整頓（５Ｓ）を励行する。 
７年度 

５S タイムの全員参加 

（第３金曜日 16時） 

資金リスクの回避 

７年度 

取引状況を踏まえ、金

融機関毎に預金のペイ

オフ対策を実施する。 

法改正への継続

的対応 

インボイス制度への的確な対応を徹底す

る。 
７年度 

受領する請求書の記

載内容の確認を徹底

し、制度に沿った対応

を実施する。 

電子帳簿保存法の改正へ正確に対応し、 

センターの電子取引における電子データを

保存する。 

（3 公社は対象外） 

７年度 

電子データをファイル

サーバーに保存する。 

（R7.4 月現在、対象取

引は２件） 
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資金管理の効率化 

 資金調達 金利状況に対応した資金調達手法を検討

し、入札により効率的な資金調達を実施す

る。 
７年度 

事業部及び金融機関と

の討議を踏まえ、金利

状況に応じた調達方法

を検討する。 

事業部の必要に応じ速

やかな資金調達を行

う。 

資金運用 コンプライアンスを維持しつつ、余裕金の運

用に努め、事業外利益により収益を確保す

る。 

７年度 

土地：保有する債券の

入替による利息収入の

増加を目指す。 

道路：原則として資金

運用会議での決定方

針に沿って運用を進め

るが、金利の動向等を

注視し、状況により方

針を変更する。また、

今後の資金需要を把

握し、運用の追加を検

討する。 

住宅：資金需要を把握

した上で10億円を運用

し、利息収入の確保を

目指す。 

ｾﾝﾀｰ：資金需要を把握

し、可能な範囲で静岡

県が発行するグリーン

ボンドを購入すること

で、利息収入を確保す

るとともに、持続可能な

社会の実現に貢献す

る。 
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令和７年度工程表（経理担当） 

県ｸﾞﾘｰﾝ
ﾎﾞﾝﾄﾞ購入

電子取引データの保存

作業マニュアルの更新

退社時の片付け、５Ｓタイムへの参加（第３金曜日16時）

小
項
目

適切な決算処理の実施

リスクマネジメントの推進

バックアップデータを分散して保存

担当者不在時の業務継続体制整備

大
項
目

中
項
目

センター三公社一体化推進

５Ｓの励行

1月 2月

R6年度決算 委託料の精算方法・負担割合の協議、顧問会計士への相談

バックアップ機器の稼働状況確認（毎月）

余裕金の運用による収益増加

事業部の必要に応じて速やかに資金調達を実行

運用方針決定、債券購入準備 金利動向等の把握、今後の運用方針の検討

ペイオフ対策を検討（定期預金満期の都度）

正確な仕入税額控除の実施、適格請求書に必要な記載事項の確認

電子取引データの保存（毎月）

資金調達

資金運用

資金管理の効率化

入札により効率的に資金を調達

資金リスク回避

法改正への対応

インボイス制度への的確な対応

3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

－
1
2
－



２ 用地担当 

令和６年度は袋井市から地籍調査不突合調査支援業務を新規に受託した外、引き続

き、川根本町、長泉町から業務を受託し、地籍調査遅延地区の解消のため、ニーズに

合わせた支援業務に取り組んだ。 

令和７年度も、センター用地担当の経営の柱とする地籍調査支援事業の充実・強化

を図るため、市町で未完了となっている地籍調査を支援のほか、全市町を訪問し、ニ

ーズを踏まえた支援業務の拡大を目指し、積極的な広報活動により新たな需要の開拓

に努める。また、県や市町と連携し、土地公社の有するノウハウを活かした新たな事

務支援を検討する。 

また、業務に必要となる資格の取得や能力向上のための各種研修へ積極的に参加す

るなど受託体制の整備・強化を図り、インフラ技術支援担当と連携してセンター活用

を提案していく。 

事 業 名 内   容 実施年度 Ｒ７目標 

地籍調査支援事業 

事業システム 

の確立 
・受託事業の確実な履行 Ｒ７年度 

・地籍調査支援事業の実績と 

信頼性の確保 

・県・関係市町との協議 

営業活動と 

情報収集 

・市町等への訪問による状況

調査 
Ｒ７年度 

・市町における未完了の地籍調

査の支援（認証遅延地区の解

消） 

・市町のニーズを踏まえた支援

業務の拡大 

・国土調査法 19 条 5 項制度の 

活用の提案と支援 

・県や市町と連携し、新たな受注

可能性事業の提案 

・センター内の情報共有化 

受託体制の 

整備 
・業務量に応じた執行体制 Ｒ７年度 

・業務に応じた専門職員の配置 

・地籍ソフトの更新と事務の 

効率化 

受託能力の 

強化 

・地籍調査業務ノウハウの 

蓄積 
Ｒ７年度 

・専門的資格の取得支援 

・用対連等の研修参加による 

スキルの向上 
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関係行政機関への支援事業 

新規事業の 

確保 

・用地支援事務の提案 

・一体化プロジェクトの推進
Ｒ７年度 

・全市町を訪問し、ニーズに 

応じた支援の拡大 

・県や市町と連携し、土地公社が

有するノウハウを活用した 

新たな事務支援の提案 

・情報収集とインフラ支援と 

連携した受注活動 

令和７年度 行動計画（工程表） 

（用地担当） 

大

項

目 

中

項

目 

小 項 目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

地籍調査支援事業 

事業システムの 

確立 

営業活動と 

情報収集 

受注体制の整備 

受託能力の強化 

関係行政機関への支援事業 

新規事業の確保 

受託事業の確実な実施 

全市町への訪問・ニーズに応じた支援拡大 

業務量に応じた執行体制 

地籍調査業ノウハウの蓄積 

県や市町と連携し、用地支援事務の提案 

一体化プロジェクトの推進 

戦略的な広報活動 
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３ インフラ技術支援担当 

令和6年度は、発注関係事務や設計等の技術支援業務の受託に取り組んだ結果、県及

び市町から24業務を受注した。 

令和7年度も、令和6年度からの支援業務を確実に履行するとともに、県との連携によ

り的確な情報収集に努めながら、安定した業務量の受注を確保するため、積極的な営業

を行い、発注者が求めるニーズに応えた業務の実施に取り組む。 

また、支援体制を強化するために設置した浜松駐在を活かし、業務対応力を高めて発

注者の満足度を向上させ、継続的な支援依頼を得られるように取り組む。 

なお、令和6年1月に、4月から令和9年3月までの3年間について「公共工事発注者支援

機関」の3回目の認定を取得している。 

(1) インフラ技術支援担当の取組 
事業名 内  容 実施年度 R6 目標 

公共工事発注関係 

事務や設計等の技

術支援 

発注者に寄り添っ

た支援業務 

■支援業務の実施 

・公共工事発注関係事務支援

・設計等の技術支援 

・発注者に寄り添った支援業務

毎年度 

○発注者の満足度向上に向けたニーズに

応える業務の実施 

・令和 6 年度繰越・債務業務（7 業務）の実施

・令和 7年度新規受託業務の実施 

■中長期的に安定した業務

量を確保するための取組 

毎年度 

○継続的な支援依頼で安定的受注を確保 

・各自治体への積極的な営業活動 

・常にアンテナを高くして情報収集 

・公共工事発注者支援機関の周知、ＰＲ 

・県との連携・情報発信 

■支援体制の強化 

■技術力の強化 

毎年度 

・対応可能な体制の確立 
・職員の技術力の強化 
・ICT 技術に対応した技術力の向上 

（CAD、情報共有システム、CIM 等） 
・ふじのくに i-Construction 推進支援協
議会への積極的な参加 

新たな支援業務の
受注拡大 

■公共工事発注関係事務 
以外の業務の受注拡大 毎年度 

・公共工事発注関係事務以外の業務の受注 
 拡大（パトロール業務、書類審査業務等） 

《スケジュール》 

項目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

■支援業務の実施 

ニーズに応える業務の実施 

繰越・債務業務の実施 

新規業務受注・実施 

■業務量確保の取組 

積極的な営業活動 
（発注者支援機関 PR）

県技術調査課との 
意見交換会

●

■支援体制強化 

■技術力向上 

■新たな支援業務の 

受注拡大 

県、市町への営業活動、PRの実施、アンテナを高くした情報収集 

発注者に寄り添う丁寧な対応・ニーズを的確に捉える努力

発注者ニーズの把握、対応可能な体制の確立
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４ 住宅担当 

「ふじのくにづくり支援センター」の住宅担当としては、平成 25 年度静岡県行財政改

革大綱で示された公社の方向性「県全体の効率化・最適化に貢献する取組み」を踏まえて、

住宅公社が管理する住宅の入居者に対し、良好な住環境を実現するとの方針を実現するた

め、今後の事業を進めていく。 

（1）高齢者が安心して生活できる環境の実現 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

高齢者生活支援事業 

高齢者生活支

援 

・高齢者ふれあい講座等の開催 

・見守り支援サービスの検討 

・血圧測定運動、集会所ミニ図書館開設 

・集会所車椅子設置支援 

・行政の福祉部局等と連携したサポート 

令和７年度 

・ふれあい講座 12 回（未

実施団地５回以上） 

・血圧計贈呈、ミニ図書館

開設、車椅子設置支援、

その他新規高齢者支援

事業等 計４回 

（2）外国人と地域住民が共生できる環境の実現 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

外国人入居者支援事業 

外国人入居者

支援 

・外国人ニーズの把握、関係機関との情報

共有 

・入居者支援（ポルトガル語通訳職員の配

置） 

・通訳による工事のお知らせ文書等の翻訳

業務の受託 

・訪問ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ（外国人宅を個別訪問

し、相談等対応実施） 

・外国人向け防災講座等の実施 

・多言語化の推進 

令和７年度 

・関係機関との情報共有、

新たな支援事業の検討 

・通訳による翻訳支援 

・外国人向け防災講座、訪

問ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ、その他

新規外国人入居者支援

事業 計４回 

・各種様式等の多言語化

の推進 
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令和７年度工程表（センター事業 住宅部門） 

内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

高齢者ふれあい講座

血圧測定運動

集会所ミニ図書館

車椅子設置支援

高齢者支援策の検討

外国人入居者支援策の検討

入居者支援

通訳による翻訳業務の受託

訪問サポートサービス

外国人向け防災訓練等

外国人入居者支援事業

　大項目・中項目

高齢者支援事業

生活支援

生活支援

血圧計贈呈 ２団地（ミニ図書館、車椅子支援と合わせて４回）

外国人向け防災講座等（１回）

ミニ図書館 １団地（車椅子支援、血圧計贈呈と合わせて４回）

車椅子設置支援 １団地（ミニ図書館、血圧計贈呈と合わせて4回）

ポルトガル語通訳の配置

訪問サポートサービスの実施（３回）

実施団地及び新規団地の選定、自治会との調整 講座 １２回（内、新規団地５回）開催

新規メニューの検討

工事のお知らせ文書の翻訳等

ニーズの把握・検証 関係機関への情報提供・支援事業の検討 関係機関との共催による支援の実施
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- 1 - 

○ 用地部 

令和６年度は、国、県、市町から「公有地取得事業」「受託用地事業」を受託し、

公共事業の円滑な推進に資するための用地取得業務に取り組み、実施した。 

令和７年度も、関係行政機関からの委託を受けて、行政を補完する用地取得専門機

関としての機能を適切に発揮しながら、円滑な用地取得が図られるよう努める。   

公社の経営の健全化のためには、安定した事業量を確保する事が重要であり、その

ため、主要事業である県先行取得事業については、県とのＷＧ活動の成果等を活用や

交通基盤部幹部や土木事務所長等への営業活動を通して、受託の確保に努める。また、

県と連携し、事業量確保や事務費算定方式の改善など健全経営に向けた検討を進める。

国土交通省事業、市町事業については、事業量の拡大に力を入れ、積極的かつ戦略

的に営業活動を実施していく。特に市町事業については、市町への積極的な営業活動

を重点的に行い、市町事業の受託拡大を図る。 

なお、用地取得分野における県の補完・代行機能を担う唯一の専門機関として、そ

の専門性・機動性・柔軟性を発揮し、先行取得予算の活用などにより、本県の社会基

盤整備の根幹である公共事業用地の計画的・効率的な取得に努め、受託した事業の

100％契約を目指す。 

（令和２年度の時点で計画しているものを記載しています）
事 業 名 内   容 実施年度 Ｒ７目標 

健全経営の現実 

事業損益の

改善 

・経営基盤の確立 Ｒ７年度 

・公有地取得実績 30 億円の確保 

・県交通基盤部への要望活動 

（理事長要望等） 

・ＷＧ協議の継続（年４回以上） 

・県と連携し、健全経営に向けた 

方策の検討 

・事業の確実な実施 Ｒ７年度 

・県単先行取得計画に対する委託契約

率の向上（準備協議制度の活用に 

よる早期着手） 

・受託用地事業の確実な履行及び 

活用の提案 

・国、市町事業の確実な履行 
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・営業活動の強化 Ｒ７年度 

・国、市町への戦略的な広報活動と 

情報収集（受注可能性調査の継続） 

・特に受託可能性の高い市町への積極

的な受注活動と情報収集 

・戦略広報ガイドラインに基づく広報 

の推進 

・センター用地担当と連携し、新たな 

受注可能性事業の探求 

公共事業用地等の確実な取得 

執行体制の 

確保 

・事業に応じた執行体制の

確保 
Ｒ７年度 

・機動力を活かした全員体制での実施 

・用地取得管理システム（用地管太郎）

の改修と習得による事務の効率化 

・事業量に見合った職員配置等、効率

的な執行体制の検討 

補償説明の 

能力強化 

・用地業務ノウハウの蓄積

と共有化 
Ｒ７年度 

・用地業務関連の判例、法律の改正等 

の通知及び情報の共有化 

・中部用対連など、各種研修・講習等

の参加によるスキルの向上 

・補償業務管理士など専門的な資格 

習得の支援 

その他 

信頼性の 

確立 

・コンプライアンスの徹底 

・お客様へのアフター 

フォロー 

Ｒ７年度 

・法令等の厳格な遵守とそれによる 

事務処理の徹底と倫理観の向上

・文書管理の徹底と整理（年２回） 

・USB メモリーの管理（毎日） 

・代替地等の売却時に付けた買戻特約 

の抹消 

・未引渡し事業用地のパトロール 

経費の削減 
・節電対策の継続 

・コピー使用数の削減 
Ｒ７年度 

・朝、昼の節電の徹底 

・夏季エアコン 28℃設定 

・コピー使用状況データの供覧 

５Ｓの推進 
・５Ｓ（整理、整頓、清掃、

清潔、躾）への取組 
Ｒ７年度 

・５Ｓタイムの継続（月 1回） 

・個人文書の削減（ペーパーレス化の

強化） 

・テレワーク体制の活用 
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- 3 - 

令和７年度 土地公社行動計画（工程表） 

（用地部） 

大

項

目 

中

項

目 

小 項 目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

公社経営の健全化（事業損益の改善） 

経営基盤の確立   

事業の確実な実施  

営業活動の強化 

公共事業用地等の確実な取得 

執行体制の 

確保 

補償説明の 

能力強化 

その他 

信頼性の確立 

経費の削減 

５Sの推進 

研修等の参加・資格習得の支援 

理事長要望 

ＷＧ会議の実施 

準備協議制度の活用 

予算の弾力的な運用・提案 

年間を通じた市町訪問活動・県との連携による営業活動 

戦略広報ガイドラインに基づく広報 

用地管太郎システムの改修と習得 

通知及び情報の共通化 

全員体制の用地取得 

コンプライアンスの徹底等 

５S習慣化・個人文書の削減・テレワーク体制の活用 

節電意識の定着・コピー削減 
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○ 道路部

令和２年度以降、社会経済に大きな影響を及ぼした新型コロナウィルスの感染拡大は事

態が沈静化し、観光需要も回復、活性化が進んでいる。

 また、令和５年度に実現した「静浦有料道路」の新規事業化と伊豆中央道・修善寺道路

の料金徴収期限延長により、道路公社の将来的な事業の安定化も図られた。

時代の要請であったキャッシュレス化への対応は、伊豆スカイラインにネットワーク型

ＥＴＣを導入することで全道路への対応が完了する予定である。

道路公社としては、今後の健全経営とその安定化を確実なものとするため、現在、取組

を進めている「伊豆中央道・修善寺道路へのＥＴＣ導入」と「伊豆スカイライン料金所再

編」という２つの大きな料金徴収システム改革の実現に向け、堅実に取組みを進めていく。

道路部では、将来ビジョン実現のため、「健全経営の実現」、「安全で安心なサービスの提

供」、「国際化にも対応した魅力ある道路」、「地元とともに行う地域振興」の４本柱を基本

方針として全体の取組を進めているが、令和７年度は、「健全経営の実現」とその安定化に

向け、次の３項目に重点的に取り組む。

＜令和７年度重点取組＞

① 伊豆中央道・修善寺道路において、料金徴収期限延長に伴い利便性の向上を図るた

め、令和８年度末のＥＴＣ運用開始に向け、機器等の設置工事等を着実に進める。

② 伊豆スカイライン料金所再編、料金改定及びキャッシュレス決済導入に向けた取組

を計画どおり完了し、令和 7年 10 月から確実に運用を開始することで、コスト縮減や

必要な維持管理費等の確保を図り、これまで取り組んできた新グランドデザイン中期

計画後期５か年行動計画を完了して、長期的な健全経営の実現を目指す。

 ③ 新規有料道路事業である「静浦有料道路」について、令和 10 年度からの建設事業開

始に向け、着実に計画を進める。 

また、これまで実施してきた戦略広報や地域との連携による観光振興等の取組について

も、引き続き実施し、道路利用の更なる回復、拡大を図っていく。
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(1) 健全経営の実現 

事業名 内  容 
実施 

年度 
R7 目標 担当課 

新規有料道路事業の

推進 ■静浦有料道路事業の推進 

7 年度 

～ 

9 年度 

・道路設計や全体工程管理へ

の積極的関与 
企画建設課 

■伊豆中央道・修善寺道路へ

のＥＴＣ導入 

7 年度 

～ 

8 年度

・ＥＴＣ機器等設置工事 

 （NEXCO 中日本）細目協定

【R6～R9 債務】 

・ＥＴＣサーバー改修等 

 （NEXCO 西日本）細目協定 

 【R7～R9債務】 

・ＥＴＣ整備に伴う料金所 

建築設計業務委託【R6 繰越】

・ＥＴＣ整備に伴う料金所 

改修工事【R7～R8 債務】 

・ＥＴＣ運用に向けた関係 

機関との協議、調整等

企画建設課 

業務課 

■その他新規有料道路の 

事業調査・検討 

■本来管理者との協議・調整

7年度 

～ 

9 年度

・その他新規有料道路事業の

事業調査・検討 
企画建設課 

健全経営に向けた 

取組

■伊豆スカイライン 

料金所再編事業の推進
7年度 

・料金変更認可の取得 

・新亀石峠料金所建築に伴う 

道路改良工事 

【R6～R7 債務】 

・新亀石峠料金所建築工事 

【R6～R7 債務】 

・道路標識等設置工事 

・道路改良残土処分工事 

企画建設課 

維持管理課 

■伊豆スカイライン 

料金所再編後の新運用 

の安定化

7年度 

～ 

9 年度 

・新料金体系開始に向けた 

準備、調整等 

・新料金体系による運用体制 

の早期定着化

企画建設課 

業務課 

東部管理 

センター 

■浜名湖新橋 

 利用促進に向けた取組 
毎年度 

・周辺イベント主催者と連携 

利用案内掲載、アクセス PR 

・浜松地区有料道路連絡会の 

開催

企画建設課 

業務課

■高架下駐車場 

 収益確保に向けた取組 
毎年度 

・地域のニーズを的確に把握

し、継続的に収益を確保 
業務課 
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（2）安全で安心なサービスの提供 

事業名 内  容 
実施 

年度 
R7 目標 担当課 

インフラ長寿命化対策 

■予防保全に基づく計画的 

な維持管理 
7 年度 

・新グランドデザインの 

実施効果等の整理 

・新たな維持管理計画 

（全道路）の策定 

・新計画に基づく維持管理の 

実施 

企画建設課 

維持管理課 

■安全・安心な道路の保持 

に向けた取組 

【経年劣化した施設の更新・修繕】 

【安全保持のための緊急対策】

7年度 

（伊豆中央道） 

・トンネル照明・防災・受配

電設備更新工事 

・料金所事務所建替に伴う 

設計業務委託【R6繰越】 

・料金所事務所建築改修工事 

・舗装修繕工事 

（修善寺道路） 

・舗装修繕工事 

・道路情報板表示設備更新 

工事【R6 繰越】

（伊豆スカイライン） 

・緊急対策支障木伐採 

・緊急対策区画線更新 

・舗装修繕工事 

・道路情報板表示設備更新 

工事【R6 繰越】

（箱根スカイライン） 

・舗装修繕工事 

維持管理課 

東部管理 

センター

維持管理支援 
■関連道路の維持管理支援 毎年度 ・国道 136 号道路ﾊﾟﾄﾛｰﾙ実施 

東部管理 

センター 

防災対応 

■防災対策の実施 毎年度 

（全道路） 

・道路ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施（週 1回） 

・雨期前点検の実施（年 1回） 

維持管理課 

東部管理 

センター 

交通安全対策 

■交通安全啓発活動 毎年度 

・交通安全運動の県警との共

同実施（年 3回） 

・伊豆 SL事故防止啓発活動 

東部管理 

センター
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 (3) 国際化にも対応した魅力ある道路 ・ 地元とともに行う地域振興 

事業名 内  容 
実施 

年度 
R7 目標 担当課 

キャッシュレス決済 

対応 
■伊豆スカイライン 

キャッシュレス決済 

（簡易型ＥＴＣＸ）導入 

7 年度 
・ネットワーク型ＥＴＣ 

設置工事【R6～R7 債務】

企画建設課 

業務課 

東部管理 

センター

■ＥＴＣＸ利用率の向上 

（伊豆中央道・修善寺道

路・伊豆スカイライン） 

毎年度 

・伊豆中央道・修善寺道路 

回数券からの転換促進策 

の継続 

・伊豆スカイライン 

 ＥＴＣＸの認知度の向上 

 （登録・利用方法の周知） 

企画建設課 

業務課 

東部管理 

センター

■ネットワーク型ＥＴＣに

関する協議会（6公社）
毎年度

・ネットワーク型ＥＴＣに関

する協議会

企画建設課 

業務課 

東部管理 

センター

道路の利用促進 

魅力・価値の掘り起こし ■箱根スカイライン 

道路貸切使用の実績増加 

と運用強化 

毎年度 

・道路貸切使用の広報の強化 

企業・関係団体への働き掛け 

・運用方法ブラッシュアップ等

企画建設課 

業務課 

維持管理課 

東部管理 

センター 

■伊豆スカイライン 

 駐車場の付加価値を 

高める取組 

毎年度 

・駐車場（休憩所）の付加価

値を高める方策の実施 

（キッチンカー誘致等） 

企画建設課 

業務課 

維持管理課 

東部管理 

センター 

■関係機関との事業連携の 

継続・観光振興への貢献 

地域連携取組の強化 

【有料道路事業者と連携】 

【地域・観光関係者と連携】

毎年度 

【有料道路事業者と連携】 

・中日本高速道路株式会社 

（スイスイっと静岡西へ東へ

スタンプラリー等） 

・箱根ターンパイク 

（河津桜まつり時期に

おける連携割引等） 

・伊豆・箱根・西湘地区有料

道路利用促進連絡協議会 

（スタンプラリー等） 

・その他の有料道路事業者 

【地域・観光関係者と連携】 

・美しい伊豆創造センター 

（伊豆ジオパーク） 

・県観光協会、地域観光団体等

・地域、観光施設・関係者等

企画建設課 

業務課
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(4) 戦略広報 ・ その他

事業名 内  容 
実施 

年度 
R7 目標 担当課 

戦略広報の推進 

■積極的な情報発信と広報 

■有料道路の魅力の発信 

■メディアを最大限に活用

した広報 

毎年度 

・募集した広報写真の活用と 

有料道路の魅力発信 

・ｶﾚﾝﾀﾞｰ等広報媒体の積極 

活用と来訪意欲の醸成 

・ホームページ、SNS その他

のメディアを最大限に活用

した広報 

・報道への資料提供と情報発信

全所属

道路のおもてなし 

向上策 ■料金所のおもてなし 

向上策 

■道路沿線美化 

毎年度

・料金所のおもてなし向上策 

（料金所装飾等） 

・道路沿線の美化清掃の実施 

・道路沿線の植栽等の実施 

業務課 

東部管理 

センター

コンプライアンスの 

徹底

■職員に対するコンプライ

アンスの徹底 
毎年度 

・管理監督者は高い倫理意識 

 で行動 

・毎年、職員にコンプライア

ンス研修を実施 

・事業の公益性を全員が認識 

全所属 

■料金徴収業務の不正防止

対策の継続 
毎年度 

・料金所係員の制服ポケット 

レス化 

・カメラ映像による料金所 

業務チェック 

・帳票の照合確認による 

不正処理の防止 

業務課 

東部管理 

センター 

お客様からの意見の 

反映 
■広聴 

■苦情等対応 
毎年度 

・利用者アンケート調査に 

より利用者意見を聴取 

・苦情データを徴収員研修や

マニュアルに反映 

全所属

節電 
■年間を通した節電 

■重点節電期間における空

調使用制限（設定夏季空

調 28 度、冬季室温 20度） 

毎年度 
・年度内使用量を 22 年度比

30％以上の節電 
全所属 

５Ｓ 

■５Ｓ活動の実施 毎年度 

・課内及び身の回りの整理整

頓の実施 

・事務所内整理（書類、備品等） 

・ファイルサーバ内の電子デ

ータの整理整頓 

全所属
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設計・準備等 実施

大 中 小 項目

1 健全経営の実現
新規有料道路事業の推進
静浦有料道路事業の推進

静浦有料道路の設計・全体工程管理に関連する打合せ等に積極的に参加

1

伊豆中央道・修善寺道路へのＥＴＣ導入
細目協定業務実施

2

細目協定業務実施

3

設計業務 完了

4

入札手続等 工事実施

5

関係機関との協議・調整等

6

その他新規有料道路の事業調査・検討
調査・検討

7

健全経営に向けた取組
伊豆スカイライン料金所再編事業の推進

事前協議 申請 認可

8

工事実施 完了

9

工事実施 完了

10

入札手続等 工事実施 完了

11

入札手続等 工事実施 完了

12

伊豆スカイライン料金所再編後の新運用の安定化
準備・調整等

13

新料金体系開始10/1～

14

浜名湖新橋　利用促進に向けた取組
周辺イベント情報収集、連携協議、利用案内・アクセスPR実施 浜松地区有料道路連絡会開催

15

高架下施設事業　収益確保に向けた取組
地域のニーズを的確に把握、利用客の安定的な確保

16

2 安全で安心なサービスの提供
インフラ長寿命化対策
予防保全に基づく計画的な維持管理

実施効果と課題整理（伊豆スカイライン料金所再編を推進しながら整理）

17

工種毎の計画検討・策定 維持管理計画策定

18

実施

19

安全・安心な道路の保持に向けた取組　【経年劣化した施設の更新・修繕】
入札手続等 工事実施 完了

20

設計業務 完了

21

入札手続等 工事実施 完了

22

入札手続等 工事実施 完了

23

入札手続等 工事実施 完了

24

工事実施 完了

25

工事実施 完了

26

入札手続等 工事実施 完了

27

入札手続等 工事実施 完了

28

安全・安心な道路の保持に向けた取組　【安全保持のための緊急対策】
設計等手続き等 実施 完了

29

入札手続等 工事実施 完了

30

令和7年度行動計画工程表 令和7年4月1日現在

4月 5月 6月 7月

（道路公社）

2月 3月1月

高架下駐車場の収益確保

伊豆スカイライン料金所再編
新亀石峠料金所建築に伴う道路改良工
事【R6～R7債務】

伊豆スカイライン料金所再編
料金変更認可の取得

伊豆スカイライン料金所再編
新亀石峠料金所建築工事
【R6～R7債務】

ＥＴＣ運用に向けた関係機関との協議、
調整等

周辺イベント主催者との連携
利用案内掲載、アクセスＰＲ
浜松地区有料道路連絡会の開催

新料金体系開始に向けた準備、調整等

伊豆スカイライン料金所再編
道路改良残土処分工事

新料金体系による運用体制の
早期定着化

伊豆スカイライン料金所再編
道路標識等設置工事

道路設計や全体工程管理への積極的
関与

その他新規有料道路の事業調査・検討
本来管理者との協議・調整

8月 9月 10月 11月 12月

ＥＴＣ機器等設置工事（NEXCO中日本）
細目協定【R6～R9債務】

ＥＴＣ整備に伴う料金所改修工事
【R7～R8債務】

ＥＴＣサーバー改修等（NEXCO西日本）
細目協定【R7～R9債務】

ＥＴＣ整備に伴う料金所建築
設計業務委託【R6繰越】

伊豆スカイライン
緊急対策　区画線更新

伊豆スカイライン
緊急対策　支障木伐採

新たな維持管理計画（全道路）の策定

新計画に基づく維持管理の実施

新グランドデザイン
実施効果等の整理

伊豆中央道
料金事務所建替に伴う設計業務委託
【R6繰越】

伊豆中央道
料金事務所建築改修工事

伊豆スカイライン
道路情報板表示設備更新工事
【R6繰越】

伊豆中央道
トンネル照明・防災・受配電設備
更新工事

伊豆中央道
舗装修繕工事

伊豆スカイライン
舗装修繕工事

箱根スカイライン
舗装修繕工事

修善寺道路
舗装修繕工事

修善寺道路
道路情報板表示設備更新工事
【R6繰越】
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設計・準備等 実施

大 中 小 項目

令和7年度行動計画工程表 令和7年4月1日現在

4月 5月 6月 7月

（道路公社）

2月 3月1月8月 9月 10月 11月 12月

防災対策・関連道路の維持管理支援
全道路・（国道136号含む）の道路パトロール週1回実施

31

防災対策（防災工事等）
全道路全区間で点検実施

32

交通安全対策
夏の県民運動 秋の全国運動 年末の県民運動

33

伊豆SL事故防止啓発活動ほか実施

34

3 国際化にも対応した魅力ある道路・地元とともに行う地域振興
キャッシュレス決済対応
伊豆スカイライン　キャッシュレス決済（簡易型ＥＴＣＸ）導入

工事実施 完了

35

ＥＴＣＸ利用率の向上（伊豆中央道・修善寺道路・伊豆スカイライン）
ETCX利用キャンペーン等、利用促進、転換促進に向けた取組、ＥＴＣＸ広報会議、周知広報

36

ETCX広報会議、周知広報

37

協議会との連絡、情報交換、協議会開催等

38

道路の利用促進、魅力・価値の掘り起こし
箱根スカイライン 道路貸切使用の実績増加と運用強化

広報、関連企業・関連団体等への働き掛け、運用方法の見直し等

39

伊豆スカイライン・駐車場の付加価値を高める取組
キッチンカー誘致ほか対策の実施

40

関係機関との事業連携の継続、観光振興への貢献、地域連携取組の強化
スタンプラリー実施検討・準備 スタンプラリー実施 終了後事務処理・次回へ向けての協議等

41

検証・立案・協議・調整・広報など 連携実施 精算等

42

連携取組

43

スタンプラリー取組 実施検討・準備 スタンプラリー実施

有料道路事業者との連携・協力、新たな連携取組

44

観光企画への連携・協力、道路案内等における連携・協力、新たな連携取組

45

スタンプラリー企画等における連携・協力、連携による観光施設等での道路利用案内等、新たな連携取組

46

4 戦略広報・その他
戦略広報の推進
有料道路の魅力の発信

魅力発信広報実施、写真素材収集・内容検討・準備等 カレンダー作成・配布等

47

積極的な情報発信・メディアを最大限に活用した広報
随時、HP更新・旬の情報発信・季節情報発信　ほか

48

随時、メディア模索・検討・活用、機を捉えた広報実施

49

道路のおもてなし向上策
道路沿線美化・料金所のおもてなし向上策

6月伊豆SL美化活動（一斉清掃）

50

コンプライアンスの徹底
職員に対するコンプライアンスの徹底

職員各自によるコンプライアンス徹底 全職員へのコンプライアンス研修の実施

51

料金徴収業務の不正防止対策の継続
通年で不正防止対策を確実に実施

52

お客様からの意見の反映
広聴・苦情、要望への対応

通年でHP、FB、TA、目安箱等からデータベースへ苦情等データ蓄積 利用者アンケート調査実施

53

苦情事例とりまとめ→マニュアル改定 ﾏﾆｭｱﾙ配布2月・研修指導3月

54

節電
年間を通した節電

夏季重点実施（7-9月） 冬季重点実施（12-2月）

55

５Ｓの推進
５Ｓ活動の実施

年度末重点実施（3月）

56

道路パトロールの実施等（週1回）
国道136号道路パトロール（週1回）

雨期前点検の実施（年1回以上）

ネットワーク型ＥＴＣに関する協議会

伊豆スカイライン
ネットワーク型ＥＴＣ設置工事
【R6～R7債務】

交通安全運動の県警との共同実施
（夏・秋・年末）

交通安全啓発活動

伊豆中央道・修善寺道路
回数券からの転換促進策の継続

伊豆スカイライン
ＥＴＣＸの認知度の向上
（登録・利用方法の周知）

【有料道路事業者との連携】
　中日本高速道路株式会社との連携
　スタンプラリー　等

【地域・観光関係者との連携】
美しい伊豆創造センター　（伊豆ジオパーク）

　県観光協会等

【有料道路事業者との連携】
　その他有料道路との連携・協力
　地域連携取組の強化

伊豆スカイライン
駐車場（休憩所）の付加価値を高める方
策の実施（キッチンカー誘致ほか）

道路貸切使用の広報の強化
企業、関連団体への働き掛け
運用方法ブラッシュアップ

【有料道路事業者との連携】
　箱根ターンパイクとの連携
　河津桜まつり時期の連携割引　等

【地域・観光関係者との連携】
　その他地域、観光施設等との連携
　地域連携取組の強化

【有料道路事業者との連携】
　伊豆・箱根・西湘地区有料道路利用
　促進連絡協議会との連携
　スタンプラリー　等

積極的な情報発信による広報
ホームページ・ＳＮＳその他のメディアを
最大限に活用した広報

募集した広報写真の活用
有料道路の魅力発信
カレンダー等広報媒体の積極的活用

管理監督者は高い倫理意識で行動
職員全員へのコンプライアンス研修
事業の公益性を全員が認識

道路沿線の美化清掃・植栽等
料金所おもてなし向上策（料金所装飾等）

その他のメディアを活用した情報発信
報道への資料提供・情報発信

節電対応

事務所内整理等

利用者アンケート調査
苦情等データベース作成

苦情等データを料金徴収業務マニュア
ル、研修に反映

料金所係員の制服ポケットレス化
カメラ映像による料金所業務チェック
帳票の照合による不正処理の防止
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○ 住宅部 

令和６年度は、未実施団地を主とした高齢者ふれあい講座の開催や外国人向け防災訓練

等、様々な入居者生活支援を実施した。

令和７年度も引き続き、高齢者ふれあい講座の拡大や外国人入居者のニーズを把握し、

関係機関との情報共有及び連携した支援を検討・実施する。

また、市町営住宅管理では、令和８年度以降の新規受託を目指して委託を希望する市町

との協議を進めていく。

（1）安全・安心で快適な生活環境の実現 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

県営住宅   

 入居率向上対策 

(1)入居率の改善 

・県及び市町広報への募集情報

掲載 

・ＨＰリニューアル後の閲覧状況

の分析及び改善、空家・入退去

状況の分析・検証・県への提案 

・県と連携した制度改正PR活動

の推進 

(2)入居需要が見込める高額修繕

部屋の政策空家の解除要請 

(3)長期空家の活用（留学生、福祉

目的利用等）について県へ提案 

令和７年度 

・入居率目標 

県営：92.5％以上（通年） 

・空家活用方策の検討 

 入居者事故防止 

(1)各団地点検等の実施 

・指定修繕業者による危険個所

点検（年 1回） 

・専門業者による遊具・外灯等

点検（年 1回） 

・巡回ﾊﾟﾄﾛｰﾙ（公社職員月1回） 

・建築基準法第 12 条に規定す

る建築・設備点検 

令和７年度 

・危険個所点検  

97 団地、381 ヵ所 

本社(45 団地、145 ヵ所)、東部

(31 団地、148 ヵ所)、西部(21

団地、 88 ヵ所) 

・施設点検 2,789 基 

遊具412基、外灯・ﾍﾞﾝﾁ・ﾊﾟｰｺﾞ

ﾗ等 2,377 基 

・巡回ﾊﾟﾄﾛｰﾙ全団地月１回実施 

・12 条点検 

建築 30 団地 143 棟、設備 98

団地 159 棟、打診 15 団地 20

棟 

業務の平準化 

（計画修繕） 

計画修繕工事の適正執行 

(1)工事の早期発注と平準化 

(2)８年度工事設計の前倒し実施 

令和７年度 

・上半期 50％工事発注 

・前倒し設計 

５件 10工事を目標 
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事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

県営住宅   

管理業務の着実

な実施 

(1)緊急修繕依頼への迅速な対応 

(2)外壁等点検による大規模改修

の協議及び早期修繕 

(3)建築基準法12条点検等の業務

効率化及び安全対策としてドロ

ーンを活用した点検の実施 

(4)苦情対応の迅速化及び迷惑行

為者への対応強化 

(5)収入申告の回収率維持 

(6)制度改正等への対応 

 制度改正（単身入居の年齢制限

撤廃、連帯保証人制度の廃止、

子育て世帯の要件緩和）の周知

徹底、効果検証、県への提案 

(7)借上公営住宅の期間満了に伴

うオーナーへの返還支援 

令和７年度 

・緊急修繕依頼の即日発注の割 

合 100％ 

・外壁等点検による早期修繕 

・苦情パトロールの実施（毎週） 

・苦情対応セミナーの開催 

・法的措置に向けた県への通告 

・収入申告回収率 95％以上 

市町営住宅管理事業   

市営住宅管理の

着実な実行 

(1)市町営住宅の着実な管理継続 

 牧之原市営住宅の管理を着実に

実施 

(2)入居申込みが低調な市町は市

町担当者と募集方法等協議 

(3)収入申告業務 

令和７年度 ・収入申告回収率 95％以上 

市町営住宅の管

理拡大 

(1)営業活動の継続 

(2)受託が決まった市町について、

実施に向けた具体的協議等の

準備作業 

令和７年度 

・管理受託の拡大 

（目標：令和８年度開始１自治

体） 

（2）公平、公正、誠実なホスピタリティの醸成 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

県営住宅・市町営住宅   

入居者生活支

援 
(1)高齢者テレフォン安心サービス 令和７年度 

・サービス提供 ４４０名 

（県住 132 団地 350 名） 

（市町営 108 団地 90名) 
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事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

県営住宅・市町営住宅   

入居者生活支

援 

(2)高齢者ふれあい生活支援 

・集会所等を活用した居場所づくり

未実施団地へのアプローチ（継

続）、自治会・地域包括等への自

主的な取組みを促す 

・血圧計等贈呈 

・孤立死対策 

 見守り協定業者等訪問、熱中症・

ヒートショック等の注意喚起、IoT を

活用した見守り支援及び市町の見

守り支援策の情報提供等 

令和７年度 

･ふれあい講座等 

県営：年 12 回 

市町営：各市町１回 

･血圧計贈呈等：４回 

(3)外国人入居者支援 

・訪問サポートサービスによる状況

聴取の継続及び関係機関との情

報共有 

・訪問サポートサービス、外国人向

け防災講座の開催 

・自治会規約、工事案内等の翻訳 

・外国人連絡員（管理連絡事務補助

員）の配置 

・スマホによる入居説明会実施 

・様式等の多言語化の推進 

令和７年度 

・防災講座、訪問サポートサービ

ス等：年３回開催 

・スマホによる入居説明会実施 

（3）災害時への対応 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

県営住宅・市町営住宅  

 災害時対応 

・災害時の被災状況調査確認 

・県による災害時行動マニュアル改

定に伴う対応確認 

・災害発生時の情報収集について、

アルソック災害時団地状況確認シ

ステムの利用促進及び他の情報

収集方法（メール配信等）の検討 

・ハザード情報の提供（パンフレッ

ト、団地案内看板） 

令和７年度 

・定期訓練 

県、土木、指定修繕業者、自

治会(9 月) 

県、土木、指定修繕業者(1

月) 

・災害時安否確認情報収集訓

練 

・目的外入居支援 
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（4）リスクマネジメント 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

割賦債権管理事業    

債権の適正管理 

(1)Ａ,B ランク債権 

・債務者の個別面談等

令和７年度 

正常債権の状況把握 

・現地調査（４件） 

・個別面談（３件） 

・資産担保評価(４件) 

(2) C ランク債権 

・建物の管理状況調査 

・経営状況変化の早期把握 

・約定額の確実な回収 

・個別面談等 

債権の適正処理 

・現地調査（１件） 

・個別面談（１件） 

・資産担保評価(１件) 

(3) Ｄランク債権 

・連帯保証人の督促強化 

・債権の早期処理 

債権の適正処理 

・個別面談(２件) 

・資産担保評価(２件) 

富厚里簡易水道事業

施設更新 

・詳細設計に基づいた更新費用を基

に、管理組合への施設更新の提案

及び費用負担の交渉 

令和７年度 団地管理組合との協議 

静岡市への管理

移管支援、協働 

・静岡市への管理移管を念頭に置

いた管理組合への支援、組合と協

同した静岡市との交渉 

令和７年度 団地管理組合との協議 

静岡市との移管

協議 

・静岡市への管理移管を目指した協

議 
令和７年度 静岡市との協議 

黒字経営の維持 

・事業収支が赤字にならない範囲で

小規模修繕を実施、施設を延命 

・量水器取替工事の平準化 

・収支赤字が避けられない場合は、

料金改定を検討 

令和７年度 黒字経営の継続 

足久保下水道事業   

管理移管 

・地元管理組合への管理移管推進 

・破損度の高いマンホールの修繕及

び下水道本管の修繕 

令和７年度 ・管理組合との協議を継続 
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（5）経営体質の強化 

事業名 内  容 実施年度 令和７年度目標 

戦略広報 

(1)報道提供 

・高齢者ふれあい支援事業 

・外国人生活支援事業 

(2)ホームページを活用した情報発

信 

(3)社内情報提供の強化 

(4)広報技術の向上 

令和７年度 

報道提供 

・高齢者支援(12 回) 

・外国人支援(３回)  

社内情報提供の強化 

・サイボウズ掲示板等の有効

活用 

広報研修(３名) 

過年度分譲物件

等相談対応 
・過年度分譲物件等相談対応 令和７年度 

・安全性や耐震性についての
問い合わせ対応 

人材育成 

(1)業務処理能力向上、職員のスキ

ルアップ 

・公的業務研修へ参加 

(2)建築技術職員の育成 

・社内研修会の実施 

令和７年度 

(1)公的業務研修 

・公営住宅管理研修会(２名) 

・接遇ﾏﾅｰ、窓口対応講習会 

(2)建築技術職員育成 

・社内研修会の実施 

５Sの推進

(1)５Ｓ推進月間による書類等の整

理、整頓等の強化（６月、１月） 

・ﾃﾞｽｸｸﾘｰﾝ作戦の実施 

・個人情報保管鉄庫の確認 

・文書管理規則の遵守 

(2)朝礼での応対発声練習 

令和７年度 

・作業効率、能率ｱｯﾌﾟ 
・書類保管期間の厳守 
・やる気ある職場づくり 
・1 分間ｽﾋﾟｰﾁ実施 

経費節減 

・エアコン 28℃設定（夏季） 
・蛍光灯の照明数減、パソコン照度
の減及びスタンバイモードの時間
設定 
・職員定時退社の呼びかけ 

令和７年度 ・経費の縮減 
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令和７年度行程表（本社、支所実施分）

小項目 担　当 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

入居率向上
対策

入居率の改善
空家活用方策の検討

住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

入居者事故
防止

危険個所等点検の実施
住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

業務の平準
化

計画修繕工事の適正執行 住宅サービス課

大項目・中項目

県営住宅・ＵＲ賃貸住宅

毎月の空家募集（募集ポスターの掲示、看板設置、県民だより広報依頼、車椅子住戸の情報提供（福祉関係部局等））

県、市町広報掲載依頼)、パンフ作成

現地ポスト・横断幕等・バス広告・新聞掲載
瀬古募集

公社職員パト（随時：退去確認、修繕立会い、苦情パトなど団地へ出かけた都度確認）

安全パト（指定修繕業者による巡回点検及び安全工事の随時実施）

点検委託（専門業者による街路灯・遊具等点検）

ＨＰ閲覧状況の分析、入退去状況の分析

翌年度工事設計の前倒し実施

業者による危険個所点検

建築基準法12条 建築・建築設備点検

建築基準法12条 打診調査委託

工事発注（50％発注） 工事発注

県へ高額修繕空家の政策空家解除要請、長期空家の活用について県へ提案

各市町広報掲載依頼 各市町広報掲載依頼 各市町広報掲載依頼 各市町広報掲載依頼

原募集

●団地パトロール社内研修 ●団地パトロール社内研修

指定修繕業者 保守・点検業者公募

興津募集

佐鳴湖募集
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令和７年度行程表（本社、支所実施分）

小項目 担　当 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月大項目・中項目

管理業務の
着実な実施

緊急修繕対応
外壁等の早期修繕
法12条点検の業務効率化
苦情・迷惑行為等対応
収入申告回収率維持
制度改正等対応
借上公営住宅オーナーへ
の返還支援

住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

市町営住宅管理事業

市営住宅管
理の着実な
実行

受託業務の着実な実行
募集方法等市町協議
収入申告業務

企画管理課
住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

市町営住宅
の管理拡大

新規受託受注 企画管理課

苦情パト(早期アプローチと状況確認) → 市福祉部局、包括、連帯保証人との連携によるトラブルの拡大防止

新規管理受託準備作業

８市町管理業務継続

管理状況報告（社内打合せ）

悪質行為者への対応強化 苦情履歴の整理→近隣住民への事情聴取→県への法的措置の働きかけ

新規受託先営業

苦情対応セミナーの受講

借上公営住宅：県説明会帯同等

入居申込みが低調な市町

と募集方法等協議

入居申込みが低調な市町

と募集方法等協議

収入申告業務

収入申告業務

緊急修繕依頼の即日発注

ドローンを活用した点検実施

制度改正の効果・検証 周知徹底 県への提案

管理状況報告（社内打合せ） 管理状況報告（社内打合せ） 管理状況報告

（社内打合せ）

新年度挨拶

営業戦略検討

外壁点検等実施
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令和７年度行程表（本社、支所実施分）

小項目 担　当 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月大項目・中項目

高齢者テレフォン安心
サービス

高齢者ふれあい生活支援

外国人入居者支援

災害時対応
災害時被災状況確認
ハザード情報提供

住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

県営住宅・市町営住宅管理事業

入居者生活
支援

住宅サービス課
東・西支所
富士出張所

①防災訓練(情報伝達・被災状況確認)

災害時安否確認情報収集訓練

②情報伝達訓練・災害時安

否確認情報収集訓練

目的外入居支援（災害入居・留学生など）

サービス提供

サービス提供者新規募集（収入申告に合わせて実施）

相談会・ふれあい講座等（県営12回、市町営各１回） 収入申告時期を除く年間 できるだけ早期の実施を目指す

訪問サポートサービス

血圧計贈呈等 ４団地

訪問サポートサービス 防災講座

通訳配置（自治会規約 工事案内等 翻訳支援）、外国人管理連絡員の配置、スマホによる入居説明会の実施

支援策の検討

支援策の検討

様式等の多言語化の推進

安否確認サービス：自治会へ活用の働きかけ継続 安否確認サービス：利用拡大

（自治会・地域包括・社協 訪問意見交換等）

（県・市国際交流協会連携協議等）

台風対策周知（啓発文書）

各市町の安否確認・配食サービスなどの情報更新 入居者への情報提供（ふれあい講座・配布・回覧など）

ハザード情報提供(瀬古パンフ) ハザード情報提供(原パンフ)

収入申告(2様式)翻訳 すまいのしおりほか翻訳 ホームページ等掲載・修正

見守り協定業者訪問

ヒートショック対策周知（啓発文書）

孤立死対策（IoTを活用した手法の検討など）

ハザード情報提供(興津パンフ)ハザード情報提供(佐鳴湖パンフ)
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令和７年度行程表（本社、支所実施分）

小項目 担　当 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月大項目・中項目

企画管理課

割賦債権管理事業

債権の適正管理

施設更新

企画管理課

静岡市への管理移管を念頭に置いた組合
への支援及び組合との協働

静岡市への移管協議

富厚里簡易水道事業

Aﾗﾝｸ債権の入居状況・外観調査、面談

B,C,Dﾗﾝｸ債権の適正処理（経営状況の調査、個別面談等）

資産担保評価

静岡市への移管協議

●決算報告

●県に更新費用の報告

県との更新費用公社負担額の協議

●所有権の法的解釈

●過去の交渉記録確認

●管理継続の法的根拠

交渉条件整理（記録簿確認、弁護士相談等）

●債権管理検討委員会

●Dﾗﾝｸ山口英樹面談

●管理組合に更新費用の報告

Dﾗﾝｸ山口英樹収支報告（毎月）、伊東商工会議所経営改善評価（四半期）

●Dﾗﾝｸ浦山好和処分方針協議

管理組合との費用負担交渉

管理組合への情報提供、静岡市への陳情支援

●施設更新費用の公社負担適正額

公社管理継続の場合（弁護士相談等）

●Dﾗﾝｸ山口英樹面談●Dﾗﾝｸ山口英樹面談

●費用負担等社内協議 ●費用負担等社内協議 ●費用負担等社内協議
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令和７年度行程表（本社、支所実施分）

小項目 担　当 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月大項目・中項目

企画管理課

企画管理課
住宅サービス課

東・西支所
富士出張所

企画管理課
住宅サービス課

東・西支所
富士出張所

企画管理課
住宅サービス課

東・西支所
富士出張所

企画管理課
住宅サービス課

東・西支所
富士出張所

小規模修繕
量水器取替工事の平準化

足久保下水道事業

管理移管（管理組合）

戦略広報

人材育成

5Sの推進

経費の削減

管理組合との施設移管協議

5S推進月間 5S推進月間

朝礼での応対発声練習

苦情対応セミナー

報道(高) 報道(高・外)報道(外) 報道(外)

公営住宅管理研修(10月) 接遇講習会(11月)

小修繕の継続（収支の把握）

定時退社の呼びかけ・エアコン28℃設定（夏季）・蛍光灯間引き等

量水器取替工事（前倒し工事）

マンホール調査・修繕

広報研修

全住連等研修会への参加

●決算報告 ●処理場見学会

●移管検討会 ●移管検討会 ●移管検討会

幹部職員研修

下水本管修繕箇所協議・修繕
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